
Ｉ 歳入歳出予算補正

補正前の額 補正額

千円 千円

115,714,611 211,071

◇歳　　出 211,071千円
（追加） 2,944,023千円

・ 職員退職手当

・ 財政調整基金積立金

・ 公共施設整備基金積立金

・ 水と緑のまちづくり基金積立金

・ 協治（ガバナンス）まちづくり推進基金事業費

・ すみだ北斎美術館開設準備経費

・ 心身障害者福祉基金積立金

・ 予防接種費

・ 学校施設維持管理費（小）

・ 学校施設維持管理費（中）

・ 管理運営費（幼）

（減額） △2,732,952千円

・ 庁舎リニューアルプラン策定・推進経費

・ 防災情報システムの運用経費　

・ 不燃化促進事業費　

・ 分譲マンション・緊急輸送道路沿道建築物等耐震化促進事業費

・ 特定緊急輸送道路沿道建築物耐震化促進事業費

・ 年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業費

・ 地域密着型サービス整備事業費

・ 都市型軽費老人ホーム整備助成費

・ 私立保育所等整備助成事業費

・ 私立保育所保育委託費

・ 八広保育園園庭拡張等経費 

・ 商工業融資事業費

・ 京島地区まちづくり事業費

・ 京成押上線立体化推進事業費

・ 鐘ヶ淵周辺地区防災都市づくり推進事業費

・ 旧学校施設等解体撤去費

・ 校舎改築事業費

・ その他
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△62,000千円

△83,970千円

△58,977千円

822,000千円

38,008千円

130,000千円

補正後の額

千円

1,100,000千円

115,925,682

700千円

300,142千円

6,260千円

386,686千円

46,000千円

△57,053千円

△69,757千円

△133,231千円

△98,000千円

△41,231千円

△1,161,138千円

△107,200千円

△42,238千円

△65,769千円

△60,900千円

2,671千円

△43,260千円

△282,929千円

111,556千円

△54,000千円

△100,000千円

△211,299千円
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◇歳　　入 211,071千円

・ 地方揮発油譲与税 15,000千円

・ 自動車重量譲与税 16,000千円

・ 利子割交付金 △86,000千円

・ 配当割交付金 △494,500千円

・ 株式等譲渡所得割交付金 △84,000千円

・ 地方消費税交付金 △103,000千円

・ 自動車取得税交付金　　 16,000千円

・ 地方特例交付金 14,000千円

・ 特別区交付金　普通交付金 1,456,504千円

・ 交通安全対策特別交付金 △8,000千円

・ 分担金及び負担金 27,300千円

・ 使用料及び手数料 30,624千円

・ 国庫支出金　 △429,841千円

・ 都支出金 △399,877千円

・ 財産収入 222,555千円

・ 寄付金 7,771千円

・ 繰越金 114,656千円

・ 諸収入 186,879千円

・ 繰入金 7,000千円

・ 特別区債 △298,000千円

Ⅱ 繰越明許費補正
（追加） （単位：千円）

款 項 金　額

区民生活費
戸籍及び住民基
本台帳費

19,269

民生費 児童福祉費 22,680

土木費 都市計画費 19,027

128,142

207,146

95,575

88,380

25,389

幼稚園費 6,698

学 校 施 設 維 持 管 理 事 業
（ 屋 内 運 動 場 天 井 崩 落 防 止 改 修 工 事 ）

学 校 施 設 維 持 管 理 事 業
（ 屋 内 運 動 場 天 井 崩 落 防 止 改 修 工 事 ）

京 成 押 上 線 立 体 化 推 進 事 業
（ 側 道 整 備 ）

個 人 番 号 カ ー ド 交 付 事 業

学 校 施 設 維 持 管 理 事 業
（ 外 壁 改 修 工 事 ）

事　業　名

学 校 施 設 維 持 管 理 事 業
（ ガ ラ ス 飛 散 防 止 フ ィ ル ム 貼 付 工 事 ）

（ 仮 称 ） 子 ど も 未 来 館 整 備 事 業

教育費

小学校費

幼 稚 園 管 理 運 営 事 業
（ ガ ラ ス 飛 散 防 止 フ ィ ル ム 貼 付 工 事 ）

学 校 施 設 維 持 管 理 事 業
（ ガ ラ ス 飛 散 防 止 フ ィ ル ム 貼 付 工 事 ）

中学校費
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Ⅲ 特別区債補正
（変更） （単位：千円）

交 通 安 全 施 設 整 備 事 業

1,555,000

131,000

学 校 施 設 建 設 等 事 業

423,000

382,000

170,000

487,000

1,444,000

29,000

変更前

限度額

42,000

90,000

限度額

変更後
起債の目的

226,000

鉄 道 立 体 化 事 業

住 宅 市 街 地 総 合 整 備 事 業

369,000道 路 整 備 事 業

防 災 対 策 事 業
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